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 令 和 ７ 年 第 １ 回 定 例 会  

令和６年度補正予算（案）の概要 

   

第１回定例会では、先議分として除雪費を計上したほか、国の公定価格の改

定に伴う「教育・保育給付費負担金」の増額や、地方創生臨時交付金活用事業

について、決算見込みを精査し減額等を行いました。 

また、歳入では市税や普通交付税などを増額し、歳出では支出見込額の増に

より訓練等給付費、障害児給付費等を増額するなど、所要の補正を計上しまし

た。 

 

 

[先議分] 

 

【補正予算の主な内容】 

 

除 雪 費                         ２億円 

  （当初）18億 5,442万 9千円 →（補正後）20億 5,442万 9千円 

  除排雪関係経費（除排雪業務委託料等）の支出見込額の増 

 

 

[通常分] 

※介護保険事業特別会計は、歳出の同額の増減により補正予算額は生じない。 

 

 

 

 

会  計  名 補正予算額 

一 般 会 計             ２億円 

会  計  名 補正予算額 

一 般 会 計     ２億９，７４３万５千円 

国民健康保険事業特別会計        ２，８２１万６千円 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計  －千円  

後期高齢者医療事業特別会計      △２，１８７万２千円 

下 水 道 事 業 会 計 △１億２，６０２万円 

合     計 １億７，７７５万９千円 
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【補正予算の主な内容】 

◆一般会計 
 
◇地方創生臨時交付金関連予算 

 
 

公共交通事業者等支援事業費            △１４８万７千円 

  （当初）2,390万 7千円 →（補正後）2,242万円 

 
 

緊急生活支援給付金給付事業費       △１億６，５７６万１千円 

 （当初）3億 3,233万 7千円 →（補正後）1億 6,657万 6千円 

 
 

 物価高騰対策支援給付金給付事業費（給付金分）   △１，８５０万円 

 （当初）2億 7,760万円 →（補正後）2億 5,910万円 

 
 

障害福祉施設電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援事業費 

                  △２７０万８千円 

  （当初）1,677万 6千円 →（補正後）1,406万 8千円 

 

 

介護保険施設電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援事業費 

             △２７３万２千円 

  （当初）4,058万 1千円 →（補正後）3,784万 9千円 

 

 

保育施設等物価高騰対策支援事業費          △２１万１千円 

  （当初）1,255万円 →（補正後）1,233万 9千円 

 

 

公衆浴場・クリーニング業支援金給付事業費       △１８０万円 

  （当初）1,530万 6千円 →（補正後）1,350万 6千円 

 

 

医療機関エネルギー価格高騰支援金給付事業費     △１１２万６千円 

    （当初）5,250万 2千円 →（補正後）5,137万 6千円 

 

 

一般廃棄物収集運搬事業者等支援金給付事業費    △２００万５千円 

   （当初）715万円 →（補正後）514万 5千円 

 

 

貨物自動車運送事業者支援事業費            △５８７万円 

    （当初）3,100万円 →（補正後）2,513万円 
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高圧電気料金高騰対策支援事業費        △５，２８１万７千円 

    （当初）9,100万円 →（補正後）3,818万 3千円 

 

 

街路防犯灯ＬＥＤ改良費支援金給付事業費      △８０７万３千円 

    （当初）974万円 →（補正後）166万 7千円 

 

 

学校給食費保護者負担軽減事業費           △２，２１０万円 

    （当初）9,710万円 →（補正後）7,500万円 

 

 

令和６年度新規非課税世帯等支援給付金給付事業費 

△５，４１６万９千円 

  （２定）3億 539万 5千円 →（補正後）2億 5,122万 6千円 

 

 

  定額減税調整給付金給付事業費         △３，２２４万９千円 

 （３定）8億 7,623万 1千円 →（補正後）8億 4,398万 2千円 

 

 

◇その他の補正予算 
 

生活バス路線運行費補助金             △２，１００万円 

  （当初）7,000万円 →（補正後）4,900万円 

  市内バス路線の収支不足額確定に伴う減 

 

 

補装具給付費                    １，９００万円 

    （当初）2,807万 9千円 →（補正後）4,707万 9千円 

    利用者の増加に伴う支出見込額の増 

 

 

介護給付費                     ２，０６０万円 

    （４定）23億 2,615万 5千円 →（補正後）23億 4,675万 5千円 

    報酬改定及び利用増に伴う支出見込額の増 

 

 

訓練等給付費                    ３，５５０万円 

    （当初）19億 571万円 →（補正後）19億 4,121万円 

    報酬改定及び利用増に伴う支出見込額の増 

 

 

障害児給付費                    ２，３８０万円 

    （当初）4億 902万 4千円 →（補正後）4億 3,282万 4千円 

    報酬改定及び利用増に伴う支出見込額の増 
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介護保険低所得者利用者負担助成事業費         ８９万４千円 

    （当初）561万 8千円 →（補正後）651万 2千円 

    利用者の増に伴う支出見込額の増 

 

 

教育・保育給付費負担金               １億８，２１０万円 

    （当初）23億 5,711万 1千円 →（補正後）25億 3,921万 1千円 

    給付費積算の基礎となる国の公定価格の改定に伴う 

支出見込額の増 

 

 

看護師養成施設運営支援事業費補助金       ５，６７７万９千円 

   地域の看護人材確保のため、小樽看護専門学校の 

運営経費の収支不足に対し支援 

    ・交付先：医療法人社団 心優会 

 

 

歴史的風致維持向上計画推進経費          △２８３万８千円 

    （当初）590万円 →（補正後）306万 2千円 

    計画策定スケジュールの変更に伴う支出見込額の減 

 

 

石狩湾新港管理組合負担金            △２，２３９万９千円 

    （当初）2億 5,076万 1千円 →（補正後）2億 2,836万 2千円 

    負担率 道 4/6、小樽市 1/6、石狩市 1/6 

 

 

職員給与費                  １億７，９１９万７千円 

    決算見込みの精査に伴う増 

 

 

◆繰越明許費 
 

色内ふ頭老朽化対策事業費【繰越明許費】              ― 

                     （繰越明許費 1億 1,550万円） 

     水道局発注工事の年度内工事未了に伴う負担金の繰越し 

 

 

（そ の 他） 

［歳 入］市税                  ２億２９０万円 

普通交付税             ５億８２２万１千円 

財政調整基金繰入金      △４億１，０８５万６千円 

 

［市  債］市債充当による財源振替         ３，０３０万円 
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［積 立 金］減債基金積立金         １億７，７４８万５千円 

 

寄附等に伴う積立金          １，２６５万５千円 

          国際交流事業資金基金積立金ほか８件  

 

［繰 出 金］特別会計への繰出金             ７２７万円 

（増額）国民健康保険事業特別会計 

（減額）後期高齢者医療事業特別会計 

 

 

◆ 特別会計 
 

◇ 国民健康保険事業特別会計 
 

出産育児一時金                   １００万円 

 

国民健康保険事業運営基金積立金       ２，６５４万６千円 

 

令和５年度超過交付額返還金            ６３万９千円 

 

過年度超過交付額返還金               ３万１千円 

 

◇ 介護保険事業特別会計 
 

保険給付費（介護サービス等諸費）       △１，４００万円 

 

保険給付費（高額介護サービス等費）       １，３５０万円 

  

保険給付費（その他諸費）               ５０万円 

 

◇ 後期高齢者医療事業特別会計 
 

後期高齢者医療広域連合納付金       △２，１８７万２千円 

 

◆ 企業会計 
 
◇ 下水道事業会計                                                        

 
 築造工事費                 △１億２，６０２万円 

中央下水終末処理場の水処理施設機械設備更新事業について、出来形 

予定額の変更に伴う令和６年度事業費の減額と債務負担行為（令和７年 

度）の変更 

       

      上記のほか、 

一般会計では国・道支出金の交付による事業費の財源振替などを予算計上しています。 


